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海外進出の意義海外進出の意義
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出所: 経済産業省
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元売の主要な事業領域元売の主要な事業領域
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新規事業としての海外事業をどのように評価すべきか？
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海外進出の現状海外進出の現状

MT
製品輸出入

0

10 

20 
重油

灯油

軽油

輸
出

‐20 

‐10 

0 
2010 2015 ジェット

ナフサ

ガソリン

LPG
輸
入

出所: 経済産業省に加筆 ‐40 
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業態的には潤滑油や上流事業、地域的にはアジア太平洋が中⼼
製油所 売事業 進出 較的少

出所: IEA

製油所や販売事業の進出は⽐較的少ない
製品バランスは輸⼊ポジションも、軽油を中⼼に⼀定量を輸出
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東南アジア東南アジア
製品輸出⼊ 主要な製油所プロジェクト
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製品輸⼊はガソリンに牽引されて増加
しかし、新規製油所稼働が順調に進めば域外からの輸⼊量は減少⾒込み 4
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南アジア南アジア
製品輸出⼊
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 LPGや重油は輸⼊ポジションも、ガソリンや軽油は⼀⼤輸出拠点
相次ぐ新規製油所運開によりインドからの輸出量は増加⾒込み
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中東中東
製品輸出⼊ 主要な製油所プロジェクト
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⾼付加価値化を追求し、新規製油所計画が⽬⽩押し
製品輸出のみならず輸出先での製油所にも出資
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北東アジア北東アジア
製品輸出⼊ 主要な製油所プロジェクト
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軽油、ジェット、ガソリンは既に⼤量に輸出
中国で製油所計画が乱⽴、アジアの製品需給撹乱要因に
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アジア企業の海外進出アジア企業の海外進出

出所: ⽇本エネルギー経済研究所

アジア企業による海外市場獲得形態は、精製部⾨への投資、販売部⾨へ
の参⼊、製品輸出の３種類
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事業展開の背景には、進出主体による企業成⻑機会の追求、国内での事
業に関する危機感、政府による外交的・経済的サポートなどが存在
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燃料品質規制強化燃料品質規制強化

ガソリン

船舶⾃動⾞

軽油軽油

⾃動⾞⽤燃料では多くのアジア諸国でEURO4以上の導⼊が進む
出所: Hart Energy 出所: 国⼟交通省

船舶⽤燃料では2020年から硫⻩分規制強化
設備対応が進んでいない製油所は不利に 9
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ピーク需要論ピーク需要論??
⽯油需要⾒通し パワートレインのシェア

2%
1% 3% 2%

100%2500 Mtoe
年平均伸び率 中国 インド 日本 韓国 台湾 シンガポール

2%

3%

22%

5%

15%

14%

60%

80%
2000

中国 インド 日本

1980-2014 5.2% 5.2% -0.6% 3.9% 2.2% 3.7%
2014-2040 1.7% 3.8% -1.2% 0.2% 0.4% 0.2%

インドネシア マレーシア フィリピン タイ ベトナム 他アジア

3.9% 4.3% 1.1% 4.9% 6.9% 4.1%
3.0% 1.5% 3.1% 1.9% 3.7% 3.0%

97%

66%

36%

2%

32%

20%

40%1500

中国 インド 日本

韓国 台湾 インドネシア

マレーシア フィリピン タイ

ベトナム シンガポール 香港

他アジア 技術進展

7%

36%

0%

ァ
レ
ン
ス

技
術
進
展

500

1000

38%

23%

15%

14%

インド

日本

レ
フ
ァ 技

2014 20400

500

1971 1980 1990 2000 2014 2020 2030 2040

38%

39%
中国

⽯油需要は中印の輸送部⾨が牽引し堅調に増加する⾒通し

出所: ⽇本エネルギー経済研究所

⽯油需要は中印の輸送部⾨が牽引し堅調に増加する⾒通し
しかし、バッテリーコスト低下や環境規制強化がEV等次世代⾃動⾞普及を
加速させ、2030年までに⽯油需要がピークに達するという⾒⽅も 10
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精製能⼒⾒通し精製能⼒⾒通し
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アジアや中東での精製能⼒が⼤幅に増加し、製品供給過剰の可能性も
海外製油所投資を成功させるには相当の競争⼒確保が必要

IEEJ：2017年9月掲載 禁無断転載



⽯油製品販売事業⽯油製品販売事業

⼤⼿元売だけでなく、
中⼩販売事業者による

アジア・オセアニアでの
⽇本企業による⽯油製品販売事業例

JXTG 中⼩販売事業者による
海外進出例も出現

⽇本流サービスが好評冨尾石油

ギンガペトロリアムとJV設立

JXTG
ペトロリメックスに出資、

製油所建設検討の傍ら、

石油製品販売・物流で連携

サイサン
⽇本流サ ビスが好評
との声も

製品輸出や製油所建設
のみならず 卸売 ⼩

ギンガペトロリアムとJV設立、

ミャンマーでSS事業
サイサン

現地企業とLPG販売JV設立

のみならず、卸売・⼩
売事業進出による需要
確保も重要

出光興産

フリーダムエナジーを買収、

卸売やSS事業を展開

JXTG
キューブエナジーとJV設立、

輸入ターミナル建設検討
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出所: 各社資料より作成
輸入タ ミナル建設検討
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投資リスクと政府の役割投資リスクと政府の役割
新興国投資に係るリスク

新興国への進出は、需要増加ポテンシャルの取り込める点では魅⼒的であ
るが 参⼊障壁の⾼さやインフラや規制体系整備程度の低さ等によって投

出所: Jetro
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るが、参⼊障壁の⾼さやインフラや規制体系整備程度の低さ等によって投
資リスクが⾼い場合が多い

政府は外交や⾦融⽀援を通じて投資リスク低減に寄与すべき
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まとめまとめ
元売の海外進出は、新規収益源確保のみならず、⽯油安定供給にも
資する

アジアでは製品の純輸⼊ポジションが拡⼤するが、製油所計画も⽬
⽩押しで競争は激化
質規制が強化 中 装 対応が進 だ 本 製油所 有利だ品質規制が強化される中、装置対応が進んだ⽇本の製油所は有利だ

が、他国での装置対応も進むためその優位性は持続しない
製品輸出⼊が増加する状況で トレ ディングの重要性が⾼まる製品輸出⼊が増加する状況で、トレーディングの重要性が⾼まる
製油所計画が乱⽴する状況では、海外での新規製油所投資に残され
た機会は多くないた機会は多くない

需要確保の観点からも販売事業への参画は重要
政府は、製品輸出インフラ整備や進出先での投資リスク低減を通じ政府は、製品輸出インフラ整備や進出先での投資リスク低減を通じ
て企業の海外進出を⽀援すべき
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お問い合わせ: report@tky.ieej.or.jp




